
別記第１号様式

一般財団法人滋賀県建築住宅センター

代理者の住所

氏名

一般財団法人滋賀県建築住宅センター住宅性能証明業務規程に基づき、下記のとおり申請します。

この申請書及び提出図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

【家屋番号
(注)１

】

【家屋の名称】

【家屋の所在地】

【証明基準】 □ 断熱等性能等級４以上(注)2

□ 一次エネルギー消費量等級４以上(注)2

□ 断熱等性能等級５以上かつ一次エネルギー消費量等級６以上

□ 耐震等級（構造躯体の倒壊防止）の等級２または等級３

□ 免震建築物

□ 高齢者等配慮対策等級の等級３、等級４または等級５

【証明の区分】 □ 住宅の新築又は新築住宅の取得

【家屋の建て方】 □ 一戸建ての住宅 □ 共同住宅等

【家屋の構造】 □ 木造 □ 木造以外

【評価書等の有無】 □ 有 □ 無

□ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能評価書

□ 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく長期使用構造等である旨の確認書

□ フラット35S適合証明書（証明基準に適合しているもの）

□ その他 （ ）

【着工日又は着工予定日】

【現場審査予定日】 工事施工段階（基礎配筋工事の完了時） ：

工事施工段階（躯体工事の完了時） ：

工事施工段階（下地張り直前の工事完了時） ：

工事完成段階（竣工時） ：

※受付欄 ※手数料欄

申請受理者氏名

(注）1

(注）2

※印欄には記入しないでください。

【家屋番号】の欄には、当該家屋の登記簿に記載された家屋番号を記載してください。尚、申請時において決まっていない
場合は「未定」と記載し、住宅性能証明書の発行までに記載事項変更届を提出してください。

令和5年12月31日までに建築確認を受けた住宅又は令和６年６月30日までに建築された住宅の場合に適用できます。

氏名

記

令和　　年　　月　　日

住宅性能証明申請書

申請者の住所

理事長　　殿

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

第　　　　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日



申請者等の概要

　【申請者】

【氏名又は名称のフリガナ】

【氏名又は名称】

【郵便番号】

【住  　　所】

【電話番号】

　【代理人】

【氏名又は名称のフリガナ】

【氏名又は名称】

【郵便番号】

【住  　　所】

【電話番号】

　【設計者】

【資  　　格】 （ ）建築士 （ ）登録 第 号

【氏　　　名】

【建築士事務所名】 （ ）建築士事務所　（ ） 知事登録 第 号

【郵便番号】

【所 在 地】

【電話番号】

　【工事監理者】

【資  　　格】 （ ）建築士 （ ）登録 第 号

【氏　　　名】

【建築士事務所名】 （ ）建築士事務所　（ ） 知事登録 第 号

【郵便番号】

【所 在 地】

【電話番号】

　【工事施工者】

【氏名又は名称】

【営業所名】 建設業の許可 （ ） 第 号

【郵便番号】

【所 在 地】

【電話番号】

（第二面）



【設計内容問合せ先】

□ 代理人　　（ここにチェックしてもらった場合は、下記の記入は不要です。）

□ その他

【現場審査における施工管理責任者等の連絡先】

□ □ □ □ 工事施工者

【家屋の位置、規模、構造等に関する事項】

【１．敷地面積】 ㎡

【２．建築面積】 ㎡

【３．延床面積】 ㎡

【４．建築物の高さ等】

【最高の高さ】 mm

【最高の軒の高さ】 mm

【階数】 （地上） 階 （地下） 階

【５．構造】 造造 一 部

名称・氏名

フリガナ

電話番号：

ファックス番号

代理人

ファックス番号：

（第三面）

携帯電話番号

施工管理責任者又は
現場立会者氏名 工事監理者設計者
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